予算要求資料
平成２６年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費
	事業名　新 女性・若者スキルアップ支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　商工労働部労働雇用課雇用対策係　電話番号：058-272-1111（内3125 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11367@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　12,650　千円（前年度予算額：      0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	12,650
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,650

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
平成24年にはフリーター数180万人、25～34歳の若者の完全失業率は5.5％（いずれも全国数値）と、若者の就職環境は依然として厳しい状態が続いている。一方、雇用失業情勢は、完全失業率や有効求人倍率はリーマン・ショックによる影響以前の水準で推移するなど一部に改善の動きがみられ、生産量や業務量の増加により雇用を増やす企業が出始めているものの、雇用にあたっては専門職や即戦力となる人材が求められている。
また、非正規雇用の労働者においては、専門性や、即戦力となる人材育成の機会に恵まれなかったことが就労状況にも影響していると考えられる。

このため、女性・若者求職者に対し、再就職につながる能力開発の機会を提供し安定雇用への就業を促進する。
（２）事業内容

　教育訓練給付金制度による給付の対象とならない女性・若者求職者に対して、就職に際し必要となる資格等の取得経費の一部を助成することで、若者の就労意欲及び職業能力を高め、一人ひとりが希望する職業に就けるよう支援するとともに、本県の企業・産業を担う若手人材を育てることを目的とする。
受講の前後を通して、利用者に対しキャリアカウンセリングや必要な情報提供を実施し、職業訓練による能力開発と就職支援を効果的に行うことで、一日も早い安定雇用での就職となるよう支援する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　受講経費の１／２（上限７５，０００円）　
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	5,150
	コーディネーター人件費

	補助金
	7,500
	7.5千円×100人

	合計
	12,650
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県版成長・雇用戦略「誰もが活躍できる場の創出」

　　　○女性・若者の就業を支援する

　働く意欲のある若者や女性が、県内の企業で活躍できるよう、必要な知識やスキルの習得と就業を支援。

（２）国・他県の状況

　　・国の教育訓練給付金制度は、労働者や離職者が自ら費用を負担して、厚生
労働大臣が指定する教育訓練講座を受講し修了した場合、本人がその教育
訓練施設に支払った経費の一部を支給する雇用保険の給付制度。

対象者：雇用保険の一般被保険者又は一般被保険者であった者
※支給要件期間が３年以上（初回は１年以上）ある等の条件を
満たしていることが必要。
給付額：受講経費の１／５（上限１００，０００円）
・他県では、栃木県が同種の事業（職業訓練バウチャー事業：職業訓練受講
費用の半額分のバウチャーを支給（上限75,000円））を実施中。
（３）後年度の財政負担

　　　　同程度の財政負担が必要
（４）事業主体及びその妥当性
女性・若者の就職に対する支援は県の雇用対策として妥当。

事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	○キャリアプラン作成者の訓練終了後3か月以内の就職率８０％

○正規雇用または、期間の定めのない雇用先への就職率６０％。
　


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	就職率

	－
（H  ）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	80％
（H26）
	％


	正規または期間の定めのない雇用先への就職率
	－
（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	60％
（H26）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	非正規雇用者は正規雇用者に比べて、職業能力開発の機会に恵まれていない。また、女性・若者に非正規雇用で働く者が多く、国の雇用保険給付制度による支援を受けることができない。このため、これらの人に対する支援が必要。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

△

	職業能力の取得・向上を支援することで、多くの求職者が正規雇用につながると考える。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

△

	キャリアプランの作成を支援することで、就職につながる過程等を共有することで効率的な就労支援を実施できる。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　非正規雇用者に占める女性・若者の割合が高く、不安定な雇用状況にある。
　完全失業率は、若年者層で最も高い。

　


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
若年者の正規雇用化の促進・女性の再就職の支援については県民からも要望が高い事業であるため、引き続き事業を実施する。【第３６回　県政世論調査】


